様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年 4月 22日
　
経済産業大臣　殿
（ふりがな）　ほくでんじょうほうしすてむさーびす
一般事業主の氏名又は名称　北電情報システムサービス株式会社
（ふりがな）　　　　　　　にしの　かつひこ
（法人の場合）代表者の氏名　西野　克彦　　　　　印
住所　〒930-0004　富山県富山市桜橋通り３番１号

法人番号　　4230001002844 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	北電情報システムサービス　企業HP
「経営理念」
「DX推進の取り組み」

	公表日
	2021年　12月　1日
※「DX推進の取り組み」　2022年 4月19日　記載内容を一部更新

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・企業経営の方向性
（URL）https://www.hiss.co.jp/philosophy
・情報処理技術活用の方向性
（URL）https://www.hiss.co.jp/dx
「１．ＤＸ推進の必要性と当社の役割」

	記載内容抜粋
	・企業経営の方向性
「サプライヤーからクリエーターへ」
今後のＩＴ投資は、単なる業務の効率化から業務を変革し企業価値を向上させることに重点がシフトしていきます。これまでの製品・サービスの「サプライヤー（供給者）」でだけではなく、お客さまとともにお客さま価値を創造する「クリエーター（価値創造者）」としての意識改革・行動改革に取り組み、お客さまにご満足いただける魅力のある会社を目指します。

・情報処理技術活用の方向性
「2025年の崖」克服と新型コロナウイルスのような「未曾有の社会・経済危機」に対応する為に、デジタル企業への変革は急務とされています。当社では、このような社会環境の変化の中、これまでの成長を継続し、さらに加速させていくため、10年先である2030年を見据え、解決すべき課題や方向性を取り纏め、社員一人一人の意識改革・行動改革を促しました。特に、外部環境の変化の1つである「デジタル技術の進展」により、今後は単なる業務の効率化から業務を変革し企業価値を向上させるための投資に重点がシフトしていくと予想されます。これまでの製品・サービスの「サプライヤー(供給者)」から、IT・デジタル技術を活用してお客さまの企業価値向上を手助けする「クリエーター(価値創造者)」に変革し、高度情報化社会・デジタル化社会の形成に広く貢献することが競争環境上で重要になると考えました。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年に当社が向かうべき方向性、重点的に取り組む施策を取り纏めた「HISS 2030 ビジョン」を策定し、2021年7月26日開催の第237回取締役会において承認。上記は「HISS 2030 ビジョン」に示した方針からの抜粋または、方針に基づき作成・公表した内容である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	北電情報システムサービス　企業HP
「DX推進の取り組み」

	公表日
	2021年　12月　1日
※2022年 4月19日　記載内容を一部更新

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	（URL）https://www.hiss.co.jp/dx
「２. 当社のＤＸ推進戦略」

	記載内容抜粋
	当社は、お客さまに安心してパートナーシップを築いて頂ける企業を目指してまいります。そのために、以下の３つをＤＸ推進戦略の柱として、取り組みます。
1 当社の強みを活かしたＤＸ推進
2 デジタル技術を活用した新規事業の積極展開
3 ＤＸ人材育成による事業基盤のさらなる強化

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年に当社が向かうべき方向性、重点的に取り組む施策を取り纏めた「HISS 2030 ビジョン」を策定し、2021年7月26日開催の第237回取締役会において承認。上記は「HISS 2030 ビジョン」に示した方針に基づき作成・公表した内容である。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	（URL）https://www.hiss.co.jp/dx
「３．ＤＸ推進体制」

	記載内容抜粋
	ＤＸ推進組織として、マネジメント部　経営管理グループがＤＸ推進の中長期的な戦略・方針策定を行います。システム開発部　開発第3グループを重点実務部門と位置付け、部内の実務担当者と協議を行いながらＤＸの課題解決に取り組み、最終的には他部門へ展開して全社連携したＤＸ推進を実施します。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	（URL）https://www.hiss.co.jp/dx
「４．当社のＤＸ環境整備」

	記載内容抜粋
	コロナ禍への対応を契機に全社員がテレワークできる環境を整備するとともに、平常時においても新たな働き方として在宅勤務を選択できるよう社内規定も整備しました。また、請求書の電子化など社内のペーパーレス化をさらに推進し、その一環として電子決裁システムを自社開発・社内導入し、改良を重ねながら北陸電力グループおよび一般のお客さま向けにサービス展開を開始しました。（2020年12月～）
ＤＸ技術は日々進歩しますので、社内業務のさらなるデジタル化やデジタルエンジニアのリスキリングを継続して行きます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	北電情報システムサービス　企業HP
「DX推進の取り組み」

	公表日
	2021年　12月　1日
※2022年 4月19日　記載内容を一部更新

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	（URL）https://www.hiss.co.jp/dx
「５．さらなるＤＸ推進にむけて」

	記載内容抜粋
	お客さまへのＤＸ推進の事例公開とともに、提案件数やＤＸ関連の売上実績などを目標指標とします。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年12月 1日
※　2022年 4月19日　記載内容を一部更新

	発信方法
	北電情報システムサービス　企業HP
https://www.hiss.co.jp/dx/
「２. 当社のＤＸ推進戦略」および「５．さらなるＤＸ推進にむけて」を、代表取締役社長名にて発信

	発信内容
	戦略推進にあたっては、データとＤＸの中核技術であるＡＩを積極活用し、ビジネス課題への解決に取り組んでいきます。また、これらの取り組みを実行に移すことができるデータサイエンティストの育成にも注力していきます。
1 当社の強みを活かしたＤＸ推進
■主な取り組み
社内決裁業務の効率化・ペーパーレスをねらいに開発した社内決裁システムを、クラウド型サービスとして提供開始しました(2020年12月)。お客さまの業務効率化に向けて実際の利用者目線から、最適なサービスの利用方法をご提案しています。
（参考）電子決裁サービス
https://www.hiss.co.jp/approval

アナログ業務のシステム化やレガシーシステムのマイグレーション・最適化を推進する中で、どうしても残るアナログ業務（紙や手書きの業務、システム間連携など）に対し、最新のＡＩ-ＯＣＲ技術やＲＰＡを組み合わせた業務効率化をご提案しています。
[bookmark: _GoBack]（参考）FIT-OCRobot
https://www.hiss.co.jp/fit_ocrobot

2 デジタル技術を活用した新規事業の積極展開
■主な取り組み
これまでも、北陸電力グループ向けに、電力の安定共有と経済的な系統運用のため、電力需要予測に長らく取り組んできました。この電力需要予測にAIによるデータ分析予測を活用し、予測結果の精度向上に取り組んでいます。今後は、データ分析予測以外にも、自然言語処理、画像認識など様々なソリューションを北陸電力グループ外のお客さまにもご提案していきます。
（参考）データ分析予測ソリューション
https://www.hiss.co.jp/AIanalysis

3 ＤＸ人材育成による事業基盤のさらなる強化
■主な取り組み
会社全体のＤＸスキル底上げを視野に、社員を対象としたＤＸ教育を実施しています。定期的な進捗確認、アセスメントのための確認テストなどＤＸスキルの定着を図っています。

今後も、ＤＸ推進の3つの戦略の進捗や成果をお客さまにも見える形で、当社ホームページにて公開してまいります。自社のＤＸ推進については、新たな仕組みやサービス等の開発・導入について適宜公開していきます。
	　



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年10月　～　2021年11月

	実施内容
	代表取締役社長本人が「DX推進指標自己診断フォーマット」を用いて自己診断を実施。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2007年6月以降

	実施内容
	2007年6月に情報セキュリティ基本方針を策定。当社のセキュリティポリシーは情報セキュリティ基本方針を最上位に、基本方針を実行に移すための情報セキュリティ対策規程、対策規程に基づいた個々の情報資産に関する具体的な手順を示した情報セキュリティ対策手順群（各種手引書、マニュアル等）で構成されている。
情報セキュリティの監査については、情報セキュリティ対策規程の第7章「情報セキュリティ監査」にて「内部監査の一環として、情報セキュリティ監査を実施しなければならない。」としている。加えて当社はISO/IEC27001認証（認証番号JQA-IM0169）を取得しており、認証審査機関である日本品質保証機構(JQA)による外部審査も実施している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

